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○決算の概要 ※　比較は前期比

【輸送の概況】

【収支の概況】

2016年5月の伊勢志摩サミット開催効果もあって、対伊勢志摩方面を結ぶ快速「みえ」のご利用が伸

び、南紀・東紀州地域における自動車道の整備や人口減少の加速などの影響により特急「南紀」のご利

用は減少が続くものの、鉄道をご利用のお客様は3年ぶりに前年度を上回りました。なお、普通列車のご

利用につきましては、通勤定期が７年連続で伸びましたが、少子化の影響もあり通学定期が減少したた

め、微減となりました。

年間の輸送人員は、定期外旅客：1,324,522人(101.0%)、定期旅客：375,722人(96.8%)、合計：1,700,244

人(100.0%)と、前年度から837人増加しました。定期旅客の内訳は、通勤：191,700人(101.4%)、通学：

184,022人(92.4%)となり、通勤客は７年連続前年を上回り、６年連続で過去最高を更新しました。一方、通

学客は大きく減少し２年ぶりに前年度を下回り、開業以来初めて、通勤のお客様が通学のお客様を上回

りました。

列車種別ごとのご利用状況では、特急旅客は紀勢道ほか高規格道路の整備および人口減少の影響

が続き、合計195,545人(93.9%)、前期比12,633人減少し、開業以来初めて20万人の大台を割り込みまし

た。快速列車は伊勢志摩サミットの効果もあり、19,030人増の985,353人(102.0%)と3年ぶりに増加となりま

した。また、普通列車は沿線の宅地開発により定期外および通勤定期利用は堅調に推移しましたが、通

学定期利用が大きく減少し、5,560人減の519,346人(98.9%)とやや減少しました。

営業収入は、1,015千円増の594,464千円（100.2%）となりました。営業収入の大宗を占める旅客収入

は、定期、定期外ともに減少し、合わせて9,550千円減の552,066千円(98.3%)となりましたが、、線路使用

料収入は回送列車使用料収入が通年で計上したことにより4,414千円増となり、運輸雑収や関連事業収

入などを含めた営業収入全体では、前年度を上回りました。

営業費用は7,978千円増の604,252千円で、増加は、引継ぎによる要員補充のあった人件費（20,071千

円増）などであります。一方、中期設備整備事業の進捗による修繕費(15,347千円減）、原油価格下落に

よる動力費(1,867千円減)などで減少しました。

　その結果、営業損益は△10百万円（前期△3百万円）、経常損益は△9百万円（前期△1百万円）と

なりましたが、特別収支および法人税等を含めた当期純損益は3百万円の利益（前期4百万円の利益）と

なりました。
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伊勢鉄道株式会社

（単位:円）

金 額 金 額

298,415,613 157,660,729

112,789,308 0

77,915,092 139,916,124

99,158,377 1,690,900

134,600 574,400

7,426,641 6,221,654

1,091,595 1,429,639

0 4,909,340

0 54,000

△100,000 2,864,672

370,945,333 3,318,070

366,763,136 0

土 地 11,875 1,778,070

建 物 105,495,321 1,540,000

構 築 物 833,837,915 160,978,799

機 械 装 置 40,505,069

車 両 運 搬 具 239,900,104

工 具 器 具 備 品 23,278,670 360,000,000

リ ー ス 資 産 3,156,000 148,382,147

その他有形固定資産 490,970 0

建 設 仮 勘 定 0 148,382,147

減 価 償 却 累 計 額 △879,912,788 繰越利益剰余金 148,382,147

391,910 508,382,147

借 地 権 8

ソ フ ト ウ エ ア 0 508,382,147

そ の 他 391,902

3,790,287

投 資 有 価 証 券 2,080,000

長 期 前 払 費 用 1,506,186
出資金/その他投資等 204,101

669,360,946 669,360,946

純 資 産 合 計

投資その他の資産

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本 合 計

前 払 費 用 前 受 金

貸 倒 引 当 金 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

リ ー ス 負 債

役員退職慰労金引当金

負 債 合 計

貯 蔵 品 預 り 連 絡 運 賃

前 払 金 預 り 金

仮 払 金 前 受 運 賃

未 収 運 賃 未 払 金

未 収 金 未 払 法 人 税

未 収 法 人 税 未 払 消 費 税

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 1年内償還長期借入金

貸 借 対 照 表
(平成29年 3月31日)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目
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伊勢鉄道株式会社

（単位：円）

578,468,002

602,921,027

24,453,025

15,995,937

1,330,676

14,665,261

9,787,764

69,014

1,021,637 1,090,651

0

184,439 184,439

8,881,552

179,653,091

2,450,000 182,103,091

169,158,040

0 169,158,040

4,063,499

1,027,600

3,035,899

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 特 別 損 失

税引前当 期純 利益

法人税･住民税及び事業税

当 期 純 利 益

そ の 他 特 別 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

補 助 金

関 連 事 業 費

損 益 計 算 書
(平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで）

科 目 金 額

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 損 失

関 連 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 収 益
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（単位：円）

その他
利益

剰余金

繰越利益
剰余金

360,000,000 145,346,248 145,346,248 505,346,248 505,346,248

3,035,899 3,035,899 3,035,899 3,035,899

3,035,899 3,035,899 3,035,899 3,035,899

360,000,000 148,382,147 148,382,147 508,382,147 508,382,147当期末残高

当期首残高

当期変動額

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分

株主資本
合計

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計

利益
剰余金
合計

資本剰余金 利益剰余金

自
己
株
式

株主資本等変動計算書
伊勢鉄道株式会社

(平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで）

株主資本

評
価
・
換
算
差
額
等

純資産合計
資本金

資
本
準
備
金

そ
の
他
資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金
合
計

利
益
準
備
金
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1. この計算書類は、鉄道事業会計規則の運用指針によって作成しています。

2. 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

a 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

b 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による。但し、軽油のみ、先入先出法。

(2) 固定資産の減価償却の方法

定率法による。但し、平成10年度以降取得の建物は定額法

平成19年度以降取得については、改正後の法人税法に基づく定率法・定額法方法

無形固定資産 定額法

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるために回収不能見込額を計上しています。

賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

役員退職慰労金引当金 役員の退職金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

(4) 工事負担金の会計処理

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

3. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済み株式数は7,200株である。

4. 関連当事者との取引に関する注記 （単位：千円）

科目

未収金

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当りの純資産

(2) １株当りの当期純利益

6. その他の注記

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

1株当りの純資産額は70,608円.63銭である

1株当りの当期純利益額は421円.65銭である

主要株主 三重県 40.0% 補助金 130,860 44,344

注 記 表
(平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで）

有形固定資産

地域公共交通バリア解消促進等事業など国及び地方公共団体より収受する工事負担金の会計処理について

は、工事完成時に取得した固定資産の取得原価から当該工事負担金相当額を直接減額しています。

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から

直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しています。

期末残高属性 団体の名称
議決権等の
所有割合

取引の内容 取引金額
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